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都道府県 氏 名 職 業
北海道 天内　健吾 株式会社天内工務店 代表取締役

同 栗山佐也香 社会福祉法人北叡会 常務
同 齊藤　　勝 株式会社北海道銀行 専務執行役員
同 田中　　薫 医療法人社団田中医院 理事
同 豊島　佳郎 株式会社ナカジマ薬局 勤務
同 日野　輝生 株式会社緑化産業 専務取締役
同 森本　千晶 日成工機株式会社 代表取締役
同 若狹　牧子 北海道農業共済組合連合会 勤務

青森県 坂本　朋子 興陽電設株式会社 代表取締役社長
同 原　真紀子 医療法人アンド・アイ 理事・事務長

岩手県 加藤　裕一 共益商事株式会社 代表取締役社長
宮城県 五十嵐　信 株式会社七十七銀行 代表取締役専務

同 菊地　綾乃 株式会社あいあーる 相談役
秋田県 奥　真由美 株式会社オクシュープラス 取締役副社長
山形県 髙橋　　修 ネッツトヨタ山形株式会社 代表取締役社長
福島県 竹内　誠司 株式会社東邦カードおよび株式会社東邦クレジットサービス 代表取締役社長
茨城県 岡田　幸彦 筑波大学システム情報系社会工学域 准教授

同 久保田智子 株式会社久工 代表取締役
同 中庭　芳子 主婦
同 森田　慶一 社会福祉士

栃木県 市川　大士 宇都宮アイフルホーム株式会社 代表取締役社長
同 伊原　　修 株式会社大高商事 代表取締役社長
同 佐橋　智美 ＴＣＢ観光株式会社 取締役副社長
同 前田　尚美 三菱電機ビルテクノサービス株式会社 勤務

群馬県 相川　　愛 株式会社アイ・ティ・エス 常務取締役
同 木部　和雄 株式会社群馬銀行 相談役
同 住吉麻由子 株式会社グランティーナ 代表取締役社長

埼玉県 小笠原伸恭 株式会社ゲートオンロジスティクス 代表取締役
同 小泉　恭子 クリナップ株式会社 勤務
同 寺田　俊行 日本税理士協同組合連合会 勤務
同 永瀬　春菜 大日本印刷株式会社 勤務
同 中村　元信 日東商事株式会社 代表取締役社長
同 丸山　仁未 埼玉太平洋生コン株式会社 勤務
同 村田小百合 社会保険労務士

千葉県 木南　美穂 株式会社共立工機 専務取締役
同 武居　秀治 株式会社キッツ 勤務
同 徳竹　文子 株式会社日産クリエイティブサービス 勤務
同 花島　恭一 ちばぎん保証株式会社 取締役会長

東京都 青柳　英子 東京ビジネスサービス株式会社 勤務
同 浅井　弘章 弁護士
同 池亀　美紀 三井住友建設株式会社 勤務

都道府県 氏 名 職 業
東京都 石川　隆道 マネックス証券株式会社 勤務

同 大久保　淳 株式会社竹中工務店 勤務
同 久保　　健 三井住友カード株式会社 特別顧問
同 琴浦　　諒 弁護士
同 塩月　燈子 株式会社サイバーエージェント 取締役（常勤監査等委員）
同 高野　健吾 元株式会社横浜銀行代表取締役常務執行役員
同 田中　美樹 ティーコム株式会社 代表取締役社長
同 德本　　穰 九州大学大学院法学研究院 教授 
同 仲井間華奈 看護師
同 中村　恭将 株式会社日建ハウジングシステム 勤務
同 新野　　隆 日本電気株式会社 代表取締役 副会長
同 錦野　裕宗 弁護士
同 浜本健太郎 アサヒグループホールディングス株式会社 勤務
同 原田　　毅 不動産鑑定士・株式会社ティーマックス 代表取締役
同 福田　有子 福田一弘税理士事務所 勤務
同 渕邉　博子 医療メガネ専門店 経営
同 町田　公志 元ＳＧホールディングス株式会社取締役
同 三田　昌弘 キーウェアソリューションズ株式会社 代表取締役社長
同 南　　章行 株式会社ココナラ 代表取締役会長
同 宮﨑　裕士 弁護士
同 森本　雄司 公益財団法人鉄道弘済会 会長
同 横尾　健司 株式会社ヨコオ 取締役兼執行役員常務
同 横塚　昌子 主婦

神奈川県 浅井　宏行 住友金属鉱山株式会社 顧問
同 伊藤　彰一 株式会社和キャピタル 専務取締役
同 大谷　未菜 株式会社ＮＴＴファシリティーズ 勤務
同 川本　敏之 川本工業株式会社 取締役
同 木住野　薫 カルチャー日吉 勤務
同 木村ゑみ子 株式会社ライフ・コア横浜 取締役
同 桑田　　洋 アンリツ株式会社 勤務
同 河野　　力 株式会社東急コミュニティー 勤務
同 坂井　　満 株式会社アイネット 代表取締役兼社長執行役員
同 玉井　光一 富士フイルムビジネスイノベーション株式会社 代表取締役会長
同 津田　博之 アマノ株式会社 代表取締役社長
同 中村　行宏 株式会社テレビ神奈川 取締役相談役
同 野上　麻子 医師
同 東野　正嗣 日本アイ・ビー・エム株式会社 勤務
同 前川　達哉 蝶理株式会社 勤務

新潟県 小原　清文 第四北越証券株式会社 代表取締役社長
同 新貝広太郎 新貝工業株式会社 代表取締役社長
同 髙橋　　幸 株式会社長生園 取締役

◆総代の数および選出方法について

◆総代�〈都道府県別五十音順、敬称略　2021年7月2日現在〉

総代の数
　当社定款の規定により、総代の定数は180名、任期は4年（重任
限度2期8年）となっています。
　総代の定数については、総代会において社員の意思が適切に反映

され、かつ総代会が十分な審議を行ったうえで決議を行う意思決定
機関として機能するといった観点から、適正な数と考えています。

総代の選出方法
　総代の選出方法には、社員の直接選挙による方法と総代候補者選
考委員会＊が推薦した候補者に対して全社員による信任投票を行うこ
とによって選出する方法があります。
　当社では、全国の多数の社員の中から偏りのない適切な総代選出
を行うという点や実効性のある選出手段という点などから、いずれの
方法が適当かということを勘案したうえで、信任投票制度を採ってい
ます（立候補の制度は採用していません）。
　総代の選出は、2年ごとに定数の半数について行います。
　総代候補者選考委員会では、総代会に社員各層の意思が適正にか
つ幅広く反映されるよう、「総代候補者選考基準」を制定しており、改
選の都度、この選考基準に従い、定数の割当てと職業別・年齢別・性

別の構成比率等の選考方針を定めたうえで、これに沿った具体的候
補者の選考を行います。
　総代候補者選考委員会は、総代候補者を選考した後、当社のホー
ムページにおいて推薦に関する公告を行います。その後、社員の皆
さまに就任の可否を伺う信任投票を実施します。
　不信任の投票数が全社員の10分の1に満たない場合、候補者は
総代として信任されます。
＊総代候補者選考委員会…総代会において社員の中から選任された10名以
内の委員で構成されます。なお、総代選出過程における公正の確保、およ
び総代候補者選考委員会の独立性確保の観点から、総代候補者選考委員会
の事務局長については、社外人材を任用することとしています。

総代候補者選考基準

1.総代候補者の
　資格基準

a.当会社の社員である人	 c.他の生命保険会社の総代に就任していない人
b.総代としての重任期間が2期を超えない人	 d.当会社の現職役員または従業員でない人

2.総代候補者に
　求められる要件

a.生命保険事業に認識と関心を有し、総代たるにふさわしい見識を有する人
b.総代会への出席等、総代としての十分な活動が可能である人
c.当会社社員全体の利益の増進を図る観点から、総代会等の場で公正な判断を行うことが可能である人
d.以下の観点から当会社の事業や経営をチェックし、有意義な提言等を行うことが可能である人
　（1）保険契約者の観点から提言等を行うことが可能である人
　（2）専門的な観点から提言等を行うことが可能である人
　（3）会社経営（マネジメント）の観点から提言等を行うことが可能である人

3.総代の地域別
　定数割当基準

総代の地域別定数は、社員の地域別割合に比例するように定め、かつ地域別割合に基づいて算出した定数が1に満
たない場合はこれを1とする。ただし、定数の一部については地域および社員数に関係なく定めることができる。

4.総代の構成基準 多様性とそのバランスに配慮し、幅広い層から選出を行う。
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都道府県 氏 名 職 業
富山県 大野　千晶 有限会社大野クレーン興業 取締役
石川県 濱崎　英明 株式会社北國銀行 代表取締役会長
福井県 吉田　真士 株式会社福井新聞社 代表取締役社長
山梨県 長澤　泰史 株式会社早野組 執行役員
長野県 清水　秋雄 元長野カード株式会社取締役社長

同 堤　由紀子 株式会社グレート長野 取締役
岐阜県 井上慎一郎 太陽電機工業株式会社 代表取締役社長

同 海老　千鶴 岐阜県立東濃実業高等学校 教員
同 下村　珠希 主婦

静岡県 青木　正亘 株式会社マルエ製作所 代表取締役
同 伊藤　公保 ヤマハ株式会社 顧問
同 遠藤奈穂子 富士コミュニティエフエム放送株式会社 勤務

愛知県 太田　雅晴 中部鋼鈑株式会社 顧問
同 岡田かよ子 株式会社刈谷ホーエー家電 取締役
同 加藤　英典 株式会社三省工房 代表取締役
同 塩谷　豊久 鹿島建設株式会社 勤務
同 中根　重松 愛知産業大学 勤務
同 中村　昌弘 元株式会社名古屋銀行取締役頭取
同 森田　剛司 株式会社トウチュウ 代表取締役社長
同 渡部由美子 リ・ライフ株式会社 代表取締役

三重県 伊藤　謙吉 伊藤商運有限会社 取締役会長
同 岸邊　　均 元株式会社オリバー常務取締役
同 竹上亀代司 丸亀産業株式会社 代表取締役会長
同 種橋　潤治 株式会社三十三銀行 特別顧問

滋賀県 浅井　庄平 税理士
同 魚住かおり 有限会社佐水板金工業 役員

京都府 尾池　　均 尾池工業株式会社 代表取締役社長
同 大森　　剛 弁護士
同 小原紗矢香 株式会社レオパレス２１ 勤務
同 白井　正和 京都大学大学院法学研究科 教授
同 杉澤　晴湖 主婦

大阪府 荒川　善子 水三島紙工株式会社 勤務
同 岡野　幸男 レンゴー株式会社 常務執行役員（上席）
同 岡本　啓子 主婦
同 笠井　　実 笠井産業株式会社 代表取締役社長
同 香曽我部武 大和ハウス工業株式会社 代表取締役副社長 ＣＦＯ
同 光村　公介 エア・ウォーター株式会社 常務執行役員
同 湖東　幸弘 近畿日本鉄道株式会社 常勤監査役
同 小林　　淳 南海電気鉄道株式会社 執行役員
同 佐野　友亮 丸大食品株式会社 勤務
同 園田　敦子 株式会社野出運輸 専務取締役
同 竹中佐江子 株式会社竹中製作所 代表取締役社長
同 竹野　英祥 ダイゴー株式会社 常務取締役
同 近澤　佳之 三協塗装工業株式会社 代表取締役
同 新原　聡子 西日本旅客鉄道株式会社 勤務
同 橋本　貞子 主婦
同 橋本　直子 主婦
同 諸岡　加奈 トッパン・フォームズ株式会社 勤務
同 山口　　徹 株式会社ＴＯＹＯ Ｈ＆Ｉ ＣＥＯ

都道府県 氏 名 職 業
大阪府 山平　恵子 上新電機株式会社 取締役

同 和田　祐一 日本ペイント・インダストリアルコーティングス株式会社 常務執行役員
兵庫県 鍛治　竜也 キヤノンマーケティングジャパン株式会社 勤務

同 澤田　拓子 塩野義製薬株式会社 取締役副社長
同 島川　博光 立命館大学情報理工学部情報理工学科 教授
同 髙橋　孝一 ダイキン工業株式会社 専務執行役員
同 田島　　乾 株式会社服部 代表取締役社長
同 津賀　一宏 パナソニック株式会社 取締役会長
同 羽牟　正一 関西テレビ放送株式会社 代表取締役社長

奈良県 田坂　隆之 大阪瓦斯株式会社 代表取締役 副社長執行役員
同 蔦田　守弘 株式会社鴻池組 代表取締役会長
同 橋本　隆史 株式会社南都銀行 取締役頭取

和歌山県 瀧川　嘉彦 株式会社瀧川建築デザイン事務所 代表取締役 所長
鳥取県 山下　弥生 株式会社ＦＭ鳥取 取締役
島根県 田中裕一郎 李白酒造有限会社 代表取締役社長
岡山県 大野佐智恵 有限会社共和熱研 取締役

同 金澤　　右 川崎医科大学総合医療センター 特任教授
同 佐藤　哲子 さとうファミリークリニック 勤務

広島県 菅坂　典子 税理士
同 谷本しのぶ 主婦
同 中本　直美 株式会社本多 取締役
同 楢原　勇作 株式会社アルカンシエル 代表取締役

山口県 作間恵利佳 歯科医師
同 篠田　義仁 株式会社しのだ住研 代表取締役社長

徳島県 上原　英二 税理士
同 松﨑美穗子 特定非営利活動法人子育て支援ネットワークとくしま 理事長

香川県 生駒　　学 税理士
同 藤田　徳子 株式会社フェアリー・テイル 代表取締役

愛媛県 井門さくら 株式会社ヒロコウ 取締役
同 大下　宗亮 愛媛大学大学院医学系研究科 救急航空医療学講座助教
同 瀬川　君子 社会保険労務士
同 本田　元広 株式会社愛媛銀行 代表取締役会長

高知県 斉藤　嘉一 株式会社高知事務機 代表取締役
福岡県 猪口　　淳 株式会社ツルク 代表取締役

同 小原　知之 九州大学大学院医学研究院 講師
同 佐々木　夢 住友林業株式会社 勤務
同 杉町　慶治 元株式会社佐電工代表取締役社長
同 中村美樹夫 株式会社北洋建設 取締役常務
同 平岡　道代 有限会社平岡モータース 勤務
同 松本　美枝 株式会社イノウエ設備 勤務
同 渡邉　　剛 渡辺鉄工株式会社 代表取締役社長

長崎県 岡村　康司 税理士
熊本県 中村　光宏 株式会社肥後ポリエチレン 代表取締役

同 宮本　律夫 税理士
大分県 織田　晃子 株式会社九州システム商会 代表取締役

同 下田　憲雄 大分大学経済学部教授・学長特命補佐・ＩＲセンター長・国際教育研究推進機構副機構長
宮崎県 川野美奈子 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会 常務理事

鹿児島県 辻　　み咲 株式会社勇晃建設 取締役
沖縄県 玉城　義昭 株式会社沖縄銀行 代表取締役会長

◆審議員��〈五十音順、敬称略　2021年7月2日現在〉
安藤　隆春 元警察庁長官 
泉本小夜子 公認会計士
江川　昌史 アクセンチュア株式会社 代表取締役社長
金倉　　讓 一般財団法人住友病院 院長
國部　　毅 株式会社三井住友フィナンシャルグループ 取締役会長
見城美枝子 青森大学 名誉教授・エッセイスト・ジャーナリスト

菰田　正信 三井不動産株式会社 代表取締役社長
玉木林太郎 公益財団法人国際金融情報センター 理事長
土居　丈朗 慶應義塾大学経済学部 教授
十倉　雅和 住友化学株式会社 代表取締役会長
名和　高司 一橋ビジネススクール国際企業戦略専攻 客員教授

青木　博昭 弁理士
江口　　忍 名古屋学院大学現代社会学部 教授
大宮　克己 高周波熱錬株式会社 代表取締役社長執行役員
髙山　完圭 司法書士
田村　直樹 株式会社タムラ製作所 代表取締役会長

鶴田　直之 福岡大学工学部電子情報工学科 教授
山川　敦子 野村證券株式会社 取締役
山川　悦子 トランスコスモス株式会社 勤務
横山　亜衣 主婦
渡辺　昭典 弁護士

◆総代候補者選考委員�〈五十音順、敬称略　2021年7月2日現在〉　
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◆社員の構成�（2021年3月31日現在）

◆審議員の構成�（2021年7月2日現在）

①	年齢別構成
年 齢 構成比率

    〜29（歳） 5.4（%）
30〜39 10.8
40〜49 18.6
50〜59 22.6
60〜69 18.9
70〜 23.6

②	地域別構成
地 域 構成比率
北海道 3.0（%）
東　北 7.8
関　東  28.7
中　部  17.2
近　畿  21.8
中　国 6.4
四　国 4.5
九　州  10.7

③	保険種類別構成（契約件数）
保険種類 構成比率

個
人
保
険

死亡保険

終身保険 14.9（%）
定期付終身保険  12.4
利率変動型積立終身保険  23.5
定期保険 0.7
その他  12.3

生死混合
保険

養老保険 1.7
定期付養老保険 0.2
生存給付金付定期保険 1.2
その他 2.0

生存保険 0.1
個人年金保険  31.1

（注）剰余金の分配（社員配当金）のない保険契約を除いております。

※�社員の職業別構成及び社員資格取得時期別構成に
関するデータは保有していません。

◆総代の構成�（2021年4月1日現在）
①	年齢別構成

年 齢 構成比率
    〜29（歳） 0.6（%）
30〜39 10.0
40〜49    26.1
50〜59    25.6
60〜69    34.4
70〜   3.3

年齢別構成
年 齢 人 数 

    〜59（歳） 2（名）
60〜69   6
70〜   3
合　計 11（名）

②	地域別構成
地 域 構成比率
北海道 4.4（%）
東　北 4.4
関　東  34.4
中　部  12.8
近　畿  23.3
中　国 6.7
四　国 5.0
九　州    8.9

⑤	社員資格取得時期別構成
社員資格取得時期 構成比率

        　　〜2000年度 32.8（%）
2001年度〜2005年度 10.0
2006年度〜2010年度 15.6
2011年度〜2015年度 27.2
2016年度〜        　　 14.4

③	保険種類別構成（契約件数）
保険種類 構成比率

個
人
保
険

死亡保険

終身保険  18.3（%）
定期付終身保険 6.0
利率変動型積立終身保険  22.1
定期保険 0.5
その他  14.8

生死混合
保険

養老保険 2.2
定期付養老保険 0.0
生存給付金付定期保険 2.2
その他 2.7

生存保険 0.0
個人年金保険  31.1

（注）剰余金の分配（社員配当金）のない保険契約を除いております。

④	職業別構成
職 業 構成比率

会社員 20.0（%）
主婦 4.4
大学教授 3.9
言論界・ジャーナリスト 1.1
弁護士・医師 3.9
自営業者 28.9
会社役員 20.6
その他 17.2

（注1）�職業別の構成比率は金融庁あて報告基準に基づいて算出しており
ます。

（注2）�2021年7月2日現在の内容です。
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◆総代会の主な質疑応答

回　答
●このコロナ禍において、お客さまの健康不安や健康意識がさ

らに高まっており、「生きるリスク」にいかに備えるか、とい
う保険ニーズはより一層顕在化していると考えております。

●こうしたお客さまの保険ニーズ・健康意識の高まりに対し、
Vitality健康プログラムのレベルアップを含め、「健康」をキー
ワードに訴求し続け、今後さらに健康増進の分野をリードし
てまいりたいと考えております。“住友生命「Vitality」”の加
入者を対象として当社が実施した調査では、実際に多くのお
客さまにおいて「健康」に対する意識の高まりが見られたほか、
歩数の増加や血圧の改善といった効果に加えて、「Vitalityに
加入して、生活の質が高まったように感じる」と回答されたお
客さまが84％にのぼるなど、健康増進効果が表れております。

●さらに、Vitalityを開発した会社である南アフリカのDiscovery
社が実施したVitality会員の調査では、健康的な習慣を身に付
けている会員は、健康増進活動に取り組んでいない会員と比較
して新型コロナウイルスによる死亡・入院リスクが低いという
結果が数値として表れております。

●また、「就労不能・介護」「認知症」「医療」「老後」といった
各リスクに対するニーズの高まりについてはコロナ禍以
前より認識していた面もあり、今後も、商品戦略等をお客
さまのニーズや社会の変化に照らしつつ、多様かつスピ
ーディーな商品・サービスの提供を進めてまいります。

回　答
●コロナ禍における非接触での対応ニーズの高まりを踏まえ、

2020年9月にビジネスチャットツール「LINE WORKS」
やWeb面談ツール「Zoom」を導入し、2021年1月には
Webによる加入申込みを開始するなど、感染リスクの抑制
とお客さまの利便性向上に取り組んでまいりました。

●これらにより、新契約のご提案や定期訪問等の様々な場
面で、営業職員による非接触でのコンサルティングの提
供やスマートフォン等を活用したWeb申込手続きが可
能となっております。

●なお、単純なWebへの移行率の計測は難しい側面があり
ますが、都心エリアにおけるデジタルで完結したコンサ
ルティングは全体の約10％程度、申込手続きは約5％程
度と推計しております。

●デジタルツールの活用により、お客さまへのコンタクト
の機会が新たに生まれたことはメリットの一つであると
考えております。一方で、ご高齢の方などデジタルツー
ルに不慣れな方や、ご自身での各種お手続きの請求が困
難な方に対しては、より丁寧で寄り添った対応が必要で
あると考えております。

●このように、「直接訪問」あるいは「非接触」どちらか一方
ということではなく、あくまでもお客さま一人ひとりの
状況やご意向に沿った対応を行っております。

●当社としては、営業職員による「人ならでは」の価値に「デジ
タル」を融合することでさらに人の強みを活かしていく、と
いう趣旨でのデジタル化を主眼に置きつつ、お客さまの体
験価値を向上させるサービスの拡充に努めてまいります。

●また、契約のアフターフォローは当社の重要業務であり、現
状においては人によるサービスを望まれるお客さまも相
応にいらっしゃることから、当社の約1000万件という保
有契約のボリュームに鑑み、現時点では、現状の3万名強と
いう営業職員体制は維持してまいりたいと考えております。

回　答
●当社では、豊かで明るい長寿社会の実現に貢献するとい

う方針のもと、社会環境の変化やお客さまのニーズの変
化に応じた商品・サービスの提供に努めております。

●具体的には、ご契約者懇談会や苦情など様々なお客さま
の声、日本の人口構造の変化、医療技術の進歩、社会保障
の動向、女性の社会進出といった社会環境の変化や、競合
他社・販売チャネルの動向など様々な要因を踏まえて商
品・サービスの開発を行っております。

　商品別・チャネル別の契約動向から、コロナ禍を受けて求め
られる保障や健康増進に変化は見られますか。
　その場合、そうした変化にどう対処していくべきでしょうか。

コロナ禍を受けたお客さまのニーズの変化について

　今後オンラインでの手続き比率の増加が進んでい
くことは疑う余地がないと考えます。そんな中で、
主な販売チャネルを営業職員チャネルとしてきた住
友生命は営業職員の今後の在り方をどう考えている
のかお伺いしたいです。

営業職員チャネルの今後のあり方について

　コロナ禍において、対面営業がWebでの営業に変わったと
思いますが、パーセントでどれくらい移行したのでしょうか。
　また、それによるメリット、デメリットがあれば教えていた
だきたい。

対面営業からWebを活用した営業への移行について

　長寿社会の到来に対し、お客さまのニーズにお応えする
商品・サービスの開発はどのようなスタンスで行っている
のでしょうか。
　また、お客さまの生活環境が変化した時の保険の見直し
対応についての取組方針をお教えいただければと思います。

長寿社会に対応した商品・サービスの開発と、
ライフステージの変化に伴う保険の見直しについて

　感染防止や「withコロナの時代の営業」を考えると、今後、
デジタルツール（LINE WORKSやZoom）等の活用がま
すます重要になってくると考えますが、デジタル化への取
り組み状況を聞かせて頂きたい。（デジタルツールの活用
が重要になり、これを進めていく必要がある一方で）60代
以上などの高齢層のお客さまは利用が難しいことも否め
ないと考えます。このような年齢層のお客さまへの対応
策をどのように考えておられるのかを聞かせて頂きたい。

デジタル化への取組み状況について

　今コロナといった大変な時期、人との対面が難しい世の中、ま
してデジタル化の時代、私を含め高齢者といわれている方の中
には機械についていけないという方も多々いると思います。
　これから10年、20年後にはデジタルをすべての方が毛嫌い
することなく活用できる時代になるかもしれませんが、今この先
10年20年が今の高齢者にとっては保険が大事なものになると
思いますので、これからも保険に加入されている方の年齢等に
応じて明確な対応（わかりやすい）をいち早くお願いしたいです。
　またVitalityはとても良い保険だと思います。これからも幅
広い年齢に関係なく社会に貢献する保険を考える住友生命であ
ってほしいと思っています。

デジタル化が進む中における加入者に応じた対応について


